
今回の説明会では、職員の皆さんの意見などをとりまとめた要請書、独法

化後に加入することとなる雇用保険、県立病院機構が達成すべき業務運営に

関する事項を定めた中期目標（案）について、説明を行っています。

Ｎｅｗｓ Ｌｅｔｔｅｒ （職員向け独法化情報紙）
～山口県立病院の独法化について～ （第17号：H22年11月発行）

県では、平成２３年４月の県立病院の地方独立行政法人化に向けて準備を進

めています。

その中で、９月中旬から、両病院や看護学校の職員の皆さんを対象とした説

明会を開催しています。現在のところ、計１３回、約３００名の皆さんにご参加い

ただいています。今回は、説明会での質疑の概要などについてお知らせします。

Ｑ.「中期目標」とは、どのようなものですか。

Ａ.地方独立行政法人制度において、県が法人に対し業務運営に関して達成すべ

き事項を示したものが「中期目標」です。

この中期目標を実現するために法人が「中期計画」を作成し、県が認可する

仕組みとなっています。

県 中期目標

が ◇山口県立病院機構が達成すべき業務運営に関する目標（期間４年）

作 ①法人が中期計画を策定する際の指針

成 ②法人の業務の実績を評価する際の基準

法 中期計画

人 ◇指示された中期目標を達成するための具体的な計画

が
作 年度計画 （毎事業年度策定）

成 ◇中期計画に基づく、当該事業年度の業務運営に関する計画

指示

Ｑ.中期目標（案）には、どのような内容が示されていますか。

Ａ.中期目標（案）で病院に対して示されている事項としては、まず政策医療や

高度・専門医療を県民に提供するための医療機能を積極的に確保し、その充実

に努めることがあります。これは、法人化後も引き続き県立病院の果たす役割

は変わらないことを示しています。

また、事務部門の専門性の向上や、在庫管理や契約の見直しに

より費用の節減・適正化を図ることなど、法人化により可能とな

る業務運営の改善に関する事項が示されています。

さらに、就労環境に関する事項では、多様な勤務形態の導入や

育児支援の充実など、職員が働きやすい職場環境づくりを進める

ことも挙げられています。
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《御意見をお寄せください》

県では、県立病院の独法化に関して、職員の皆さん

の御意見を受け付けています。皆さんからいただいた

御意見・御質問は、できる限りこのニューズレター等

を通じてお答えするとともに、法人化委員会において

報告するなど、検討に活かしていきますので、忌憚の

ない御意見をお寄せ下さい。

(提出先 :：各病院事務局に設置の独法化意見箱)

Ｑ.７：１看護体制に必要な人材確

保はできるのですか。

Ａ.独法化後は、県の定数条例の適

用を受けないため、採用する職員

数や採用方法について病院現場に

合わせた柔軟な対応が可能です。

現在総合医療センターにおける

７：１看護体制の導入に向けて増

員を図っていますが、万が一人材

が不足する事態となれば、再度採

用試験を実施するなど、あらゆる

手段を講じて確保を図ります。

７：１看護体制の導入による具

体的な人員配置について

は、入院患者数や勤務体

制を考慮しながら病院に

おいて決められるもので

す。

Ｑ.法人化後は、雇用保険料を負担

することになるのですか。

また、共済組合には加入するの

ですか。

Ａ.雇用保険法により、独法の職員

は、雇用保険に加入することとな

ります。

保険料は法人と職員がそれぞれ

負担することになりますが、一定

期間加入後に退職し、再就職でき

ない場合には、自己都合退職や定

年退職の場合であっても給付を受

けることができます。

また、法人職員は共済組合に加

入するため、病気や負傷に対する

給付や退職共済年金などは、引き

続き地共済から給付されます。

Ｑ.事務職員について、法人独自の

採用は行わないのですか。

Ａ.事務職員は、病院勤務を前提とし

て採用されたものではないため、当

面、県からの派遣とする方向で考え

ていますが、今後は法人において計

画的に採用、育成し、事務部門の専

門性の向上を図っていきます。

Ｑ.法人移行日の給与については県

職員であった場合と同じとしてい

ますが、将来的にも県職員と同じ

水準が維持されるのですか。

Ａ.法人に承継される職員の法人移

行日の給与については、引き続き

県職員であった場合と同じ給料表

などが適用されます。

法人化後の給与については、法

人と労働組合の交渉に基づき決定

されることになりますが、医療人

材の確保には、適正な処

遇が必要とされるもので

あり、県としても法人に

対して適宜助言を行いま

す。

職員説明会の様子


